
新公会計制度導入に伴う成果報告書・ 

決算書の新様式について 

１ 成果報告書・決算書について 

  予算・決算の科目体系と区の行政組織における所掌事務との整合を図るこ

とを目的として、平成３０年度より一課一目の科目体系に基づく予算を編成

し、執行してきた。平成３０年度決算にあたり、これに準拠した新様式によ

る決算書および主要施策の成果報告書を作成する。 

２ 主な変更点 

 ⑴ 主要施策の成果報告書（別紙１および別紙２） 

  ① 主要施策の成果報告 

当該年度に実施した主要な施策について、事業概要・目的、指標の推

移・取組実績等を掲載する（別紙１.Ｐ６、別紙２.Ｐ６）。 
  ② 財務４表（東京都方式） 

新公会計制度に基づく下記の財務４表を掲載する（別紙１.Ｐ１３）。  

   ・貸借対照表 

   ・行政コスト計算書 

   ・キャッシュ・フロー計算書 

   ・正味財産変動計算書 

③ 予算執行の実績調書（付属資料） 

歳入の状況、歳出の状況および款別決算表については、決算書に掲載

し、主要施策の成果報告書には掲載しない（別紙３.Ｐ１０～１９）。ま

た、款別決算表より後の記載については、決算書の備考欄に説明項目を

記載し、主要施策の成果報告書には掲載しない（別紙２.Ｐ１０、別紙３.

Ｐ８）。 

  ④ 参考資料 

    予備費充用一覧については、決算書に掲載し、主要施策の成果報告書

には掲載しない（別紙３.Ｐ２０）。 

⑵ 決算書（別紙３） 

  ① 説明項目の追加 

一課一目に基づく予算の科目体系に準拠して、決算書の備考欄（目内）

に説明項目を追加する（別紙３.Ｐ８、別紙２.Ｐ１０）。 

  ② 様式の追加 

  歳入の状況、歳出の状況および款別決算表ならびに予備費充用一覧に

ついて、新たに掲載する（別紙３.Ｐ１０～Ｐ２０）。 
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